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令和４年度 3 月補正予算(案)の概要 
「ひと・まち・自然 みんなで紡ぐ さつま町」  

 



■　令和4年度　3月補正予算（案）の概要

※令和４年３月２５日 提出

１　各会計補正額（水道事業除く）

国民健康保険事業

後期高齢者医療

介護保険事業

農業集落排水事業

２　今回補正の財源内訳

【一般会計（第１号）：歳入】

11

15

16

21

22

【国民健康保険事業特別会計（第１号）：歳入】

3

5

【介護保険事業特別会計補正予算（第１号）：歳入】

3

4

5

7

地方交付税 ▲ 20,500

P 8

P 9

P 6

繰入金 ▲ 90

388,814

3,468,949

支払基金交付金 ▲ 14

県支出金

（単位：千円）

歳入項目 今回補正額 備考 予算書頁

▲ 202 3,468,747

66,204 0 66,204

特
別
会
計

3,085,584 ▲ 198 3,085,386

388,814 0

諸収入 ▲ 16

町債 212,200

（単位：千円）

区　　　分 予算現額 今回補正額 補正後予算額

一 般 会 計 15,148,000 266,170 15,414,170

県支出金 ▲ 36

国庫支出金 74,522

合 計 266,170

P 6

歳入項目 今回補正額 備考 予算書頁

国庫支出金 ▲ 13

（単位：千円）

歳入項目 今回補正額 備考 予算書頁

県支出金 ▲ 108

合 計 ▲ 198

（単位：千円）

▲ 6

繰入金 ▲ 169 P 6～7

合 計 ▲ 202
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３　今回補正の主な事業名等（★＝新規）

◆

★

P 15

P 16

P 17

子ども支援課子ども健康係

町民環境課
環境センター係

農政課農業振興係
（農業政策係）

885 耕地林業課耕地係

建設課維持管理係

(27) 白男川紫陽館管理費（修繕）

(30) 道路維持費（職員手当等） ▲ 240 P 18～19

(31) 住宅新築資金等償還推進事業費（職員手当等） ▲ 20
町民環境課
人権同和対策係 P 20

(15) 児童療育支援事業費（職員手当等） ▲ 28

(16) 利用者支援事業費（職員手当等ほか） ▲ 66

町民環境課環境係 P 15～16

(20)
新型コロナウイルスワクチン接種事業（職員手当等
ほか） ▲ 97 保健福祉課健康増進係

(24) 農業振興事務費（職員手当等） ▲ 137 P 16～17

(25) 農業農村施設管理費（職員手当等）

町民環境課町民係 P 12

(6) 財産登記事務費（職員手当等） ▲ 66
財政課財産管理係
（管財契約係）

P 13～14

(12) 国民健康保険管理費（繰出金） ▲ 90 保健福祉課保険係

(9) 介護保険対策事務費（繰出金） ▲ 149 高齢者支援課介護保険係

(10) 介護保険対策事務費（繰出金） ▲ 6 高齢者支援課高齢者支援係

P 11

P 13

P 14
子ども支援課子育て支援係

(13)

総務課危機管理係

(5)
デジタル人材派遣事業費（デジタル人材派遣企業負
担金ほか） 8,680

総務課情報政策係
（デジタル推進係）

P 10～11

収納事務費（職員手当等） ▲ 25 税務課収納係

P 10総務課行政係

町民環境課
太陽福祉センター係

(7)

▲ 12

(22) し尿処理管理費（職員手当等） ▲ 111

(4) 交通安全対策事務費（職員手当等） ▲ 24

(8) マイナンバー事業費（職員手当等ほか） ▲ 35

児童福祉総務管理費（職員手当等） ▲ 8

(14) 放課後児童健全育成事業費（職員手当等ほか） ▲ 43

(11) 太陽福祉センター運営費（職員手当等ほか） ▲ 46

(28) 森林経営管理事業費（職員手当等ほか） ▲ 38 耕地林業課林業振興係

(2) 総務一般管理費（職員手当等ほか） ▲ 424

(3) 行政事務費（職員手当等） ▲ 104

(23) 火葬場管理費（職員手当等） ▲ 85

(17) 保健衛生管理費（職員手当等） ▲ 28

(18) すくすく健診・相談事業費（職員手当等） ▲ 52

(19) 歯科保健指導事業費（職員手当等） ▲ 50

(21) 環境対策費（職員手当等）

P 18

▲ 18

(26) 農地中間管理事業費（職員手当等ほか） ▲ 38
担い手育成支援室
担い手育成係

(29)

P 17～18

(1) 議会費（職員手当等） ▲ 875 議会事務局議事係

事　業　名　等 今回補正額 所管課係

（単位：千円）【一般会計（第１号）：歳出】（◆＝新規，★＝新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策等関連）

予算書頁

商工総務管理費（職員手当等ほか） ▲ 26
商工観光ＰＲ課
商工振興係

-2-



0 財政課財政係
P 24

P 8

P 20

(47)
公共土木施設災害復旧事業費（過年）【職員手当等
ほか】 ▲ 18 建設課土木係

事　業　名　等 今回補正額 所管課係

(48) 償還金元金（財源組替）

予算書頁

(43) 単独埋蔵文化財発掘調査事業（職員手当等ほか）

消防総務課総務係

適応指導教室事業費（職員手当等） ▲ 22

(36) 外国人児童生徒支援事業（職員手当等） ▲ 11

社会教育課文化係

社会教育課社会教育係

P 21

P 22

(32) 消防業務費（普通旅費ほか） 185

(33) 常備消防施設費（高規格救急自動車ほか） 42,177

(40) 図書館運営費（職員手当等） ▲ 152

P 23

(38) 中学校共通管理費（職員手当等ほか） ▲ 34

(39) 社会教育事務費（職員手当等） ▲ 98

教育総務課総務係
(37) 小学校共通管理費（柏原小大規模改造工事ほか） 254,356

(44) 宮之城歴史資料センター運営費（職員手当等） ▲ 50

(42)
埋蔵文化財発掘調査事業費（宗功寺墓地）【職員手
当等】 ▲ 15

学校教育課教育企画係

▲ 31

(49)
職員等人件費（一般職の国家公務員の給与改定に準
じた調整） ▲ 36,029 総務課行政係

(46) 給食センター費（職員手当等） ▲ 411 P 23～24

―

(45) 宮之城屋内温泉プール等管理費（職員手当等） ▲ 70

▲ 219

▲ 12 P 22～23

社会教育課スポーツ振興係

学校給食センター

(34) 特別支援教育支援員配置事業費（職員手当等ほか）

(35)

事　業　名　等 今回補正額 所管課係 予算書頁

(3) 特定保健指導費（職員手当等） ▲ 94

P 7

【国民健康保険事業特別会計（第１号）：歳出】（◆＝新規，★＝新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策等関連） （単位：千円）

事　業　名　等 今回補正額 所管課係 予算書頁

(41) 文化センター管理運営費（職員手当等）

高齢者支援課介護保険係

高齢者支援課高齢者支援係

(2) 医療費適正化対策費（職員手当等ほか） ▲ 76
保健福祉課保険係

(1) 収納体制充実・強化対策事業費（職員手当等ほか） ▲ 28 税務課収納係

(1) 介護認定調査等費（職員手当等ほか） ▲ 149

(4)
地域リハビリテーション活動支援事業費（職員手当
等ほか） ▲ 33

(3) 介護予防普及啓発事業費（職員手当等ほか） ▲ 10

(2) 介護予防把握事業費（職員手当等ほか） ▲ 10

【介護保険事業特別会計（第１号）：歳出】（◆＝新規，★＝新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策等関連） （単位：千円）

-3-



４　地方債の補正（一般会計）
　(1)　変更

（ ） （ ） （ ） （ ）

５　給与条例等の一部改正について（概要）

　～５ページのとおり～

（単位：千円）

起債の目的 補正前限度額 今回補正額 補正後限度額

2. 一般単独事業 30,500 184,200 214,700

合　　計 1,160,300 212,200 1,372,500

合 併 特 例 事 業 0 184,200 184,200

3. 過疎対策事業 551,000 28,000 579,000
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給与条例等の一部改正について（概要） 

 

 

● 常勤職員，任期付短時間勤務職員 

   国家公務員に準拠したボーナスの引下げ ４．４５月分→４．３０月分（▲０．１５月分） 

 ６月期 １２月期 

令和３年度 期末手当 

      勤勉手当 

１．２７５月（支給済み） 

０．９５ 月（支給済み） 

１．２７５月（支給済み） 

０．９５ 月（支給済み） 

令和４年度 期末手当 

      勤勉手当 

１．２０月－調整額 

０．９５月 

１．２０月 

０．９５月 

 

 ※ 令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置 

   令和３年人事院勧告による令和３年１２月期の期末手当の支給月数引下げを見送ったた

め，その引下げ相当額（０．１５月分）を令和４年６月期の期末手当から「調整額」として

減額する。 

 

   ≪参考≫  令和３年人事院勧告 

 支給済月数 勧告月数 差 

令和 3年 12月期末手当 １．２７５月 １．１２５月 ▲０．１５月 

 

 

 

● 常勤職員・任期付短時間勤務職員以外 

○特別職（町長・副町長・教育長・議員） ３．３５月分 → ３．２５月分（▲０．１月分） 

 ６月期 １２月期 

令和３年度 期末手当 １．６７５月（支給済み） １．６７５月（支給済み） 

令和４年度 期末手当 １．６２５月－調整額 １．６２５月 

   ＊「調整額」＝引下げ相当額（０．１月分） 

 

○再任用短時間勤務職員  ２．３５月分 → ２．２５月分（▲０．１月分） 

 ６月期 １２月期 

令和３年度 期末手当 

      勤勉手当 

０．７２５月（支給済み） 

０．４５ 月（支給済み） 

０．７２５月（支給済み） 

０．４５ 月（支給済み） 

令和４年度 期末手当 

      勤勉手当 

０．６７５月－調整額 

０．４５月 

０．６７５月 

０．４５月 

   ＊「調整額」＝引下げ相当額（０．１月分） 

 

○会計年度任用職員    ２．５５月分 → ２．４月分（▲０．１５月分） 

 ６月期 １２月期 

令和３年度 期末手当 １．２７５月（支給済み） １．２７５月（支給済み） 

  ４年度 期末手当 １．２月 １．２月 

   ＊適用除外～ 令和３年１２月に期末手当を支給された者若しくは条例の規定に基づき

令和４年６月に期末手当を支給される者には適用しない。 
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